
神奈川県主催事業 

事業概要 

リ ハビ リ デイ サービ ス アスク ル 
営業時間： 午前9： 00～12： 00 午後14： 00～15： 00 
住所： 〒135-0061東京都江東区豊洲3-2-3 

まずはお気軽にお電話く ださ い。 
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小規模多機能型居宅介護 
看護小規模多機能型居宅介護 

アドバイザー派遣のご案内 

 地域包括ケアシステムの構築のためには、在宅サービスの一層の充実が不可欠であり、その中でも、小規模多機
能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護は極めて有効なサービスです。そこで、神奈川県では小規模多機
能型居宅介護事業所等が提供するサービスの質の向上を図ると と もに、利用が伸び悩む等課題を抱える事業所の
フォローアップを行い、利用率の向上等を図るためのアドバイザー派遣を実施いたします。  

〒2 3 1-0 0 2 3  横浜市中区山下町2 3  日土地山下町ビル9 階 

TEL：0 4 5 -2 2 7 -5 6 9 2  FAX ：0 4 5 -6 7 1-0 2 9 5  

かなふく 人財センター 経営支援課 

【事務局】 

対象 
・小規模多機能型居宅介護事業所 
・看護小規模多機能型居宅介護事業所 
・同事業所の開設予定者 

実施内容 

1事業所につきアドバイザーが2 回訪問します。 
 初回  ：相談内容のヒアリング、アセスメ ント 
 2 回目：改善・向上策の提案、助言、意見交換等 
 
※アドバイザーは小規模多機能型居宅介護事業所等の経営者及び管理者、 
  介護事業経営コンサルタント等、相談内容等により選定、担当します。 

派遣期間 令和元年9 月～令和2 年3 月    ※派遣時期については相談可能です。 

費用 無料 

募集事業所 県内10 事業所程度 

相談内容 

①新規利用者確保に関すること  
②地域連携に関すること  
③サービス提供のあり方に関すること  
④サービスの質に関すること  
⑤事業開設予定、事業開設間もない事業所等の運営管理体制に関すること  
⑥その他 

申込方法 

各市町村を通じて、事務局が応募を受付します。 
 
応募用紙に必要書類を添付し、各市町村の小規模多機能 
型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護担当課へ 
お申込みく ださ い。 



◆アド バイ ザー一覧（ 平成 30 度実績）  

アド バイ ザーは、 小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所の経営者、

管理者、 事業所の懸念し ている課題の解決に向けて、 その相談、 助言、 意見交換が行える、 小規模多機

能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護について見識のある 者が担当し ます。 相談内容等によ り

随時、 追加・ 調整等を 行い、 昨年度は下記アド バイ ザーが対応いたし まし た。  

 

アド バイ ザー 所属 

青木 潤一 
社会福祉法人 ウェ ルエイ ジ 常務執行理事・ 施設長 

神奈川県小規模多機能型居宅介護事業者連絡会 会長 

川井 悠司 
湘南乃えん株式会社 取締役 

小田原市グループホーム・ 小規模多機能連絡会 代表 

坂井 奈美江 
シニアウイ ル株式会社 専務取締役・ 統括施設長 

横浜市小規模多機能型居宅介護事業者連絡会 理事 

柴田 範子 
特定非営利活動法人 楽 理事長 

東洋大学、 上智大学、 文京学院大学、 白梅学園大学等 非常勤講師 

谷 大樹 
株式会社 生活科学運営 上布田つどいの家 ハウス長 

長谷工シニアホールディ ングス運営部 ふるさ と 支援事業推進室 室長 

松川 竜也 
ツツ イ グループ コ ンプラ イ アンス室 室長 

一般社団法人神奈川県介護支援専門員協会 副理事長 

（ 五十音順）  

 

 

 

 

 

◆過去 3 年間の主な相談実績 

 当事業は今年度で実施 4 年目と なり ます。 こ れまで小規模多機能型居宅介護等のサービスなら ではの

事業運営の課題について、 ご相談をいただいてまいり まし た。 どのよう なご相談があっ たのが一部抜粋

し 、 テーマ毎にご紹介いたし ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■新規利用者確保 

テーマ 利用者増加の伸び悩み①（ 営業・ 広報活動の検討）  

相談内容 新規利用の相談件数が低調で、 相談があっ ても 利用につながら ず、 利用定員を

大き く 下回っ ている。  

改善・ 向上策

の助言 

利用タ ーゲッ ト を 管轄するエリ アの居宅介護支援事業所、 病院、 地域包括支

援センタ ーへの計画的な営業活動を 提案。 事業所の運営体制等を 鑑みながら 、

対象と なる居宅介護支援事業所等の顧客について、人数や小規模多機能型居宅

介護の利用に適し た顧客層か、 同法人他サービスはあるか等の情報により 、 営

業活動の優先順位を付けて、 定期的に実施する方策を 助言し た。  

 広報には事業所の特徴やサービス紹介の他、利用イ メ ージを 持たせら れる 事

例や、 他サービスでは対応困難な事例等を 定期的に入れ替えし ながら 、 営業ツ

ールを作成し 、 計画的な営業活動の実施を 提案し た。  

事業効果  初回訪問でのアド バイ スを も と に、2 回目訪問までの間に営業活動を実施し 、

若干ながら 利用者増につながっ た事業所も 複数あり まし た。 また、 継続的な実

施により 営業活動が定着化し 、顔見知り のつながり ができ たこ と で利用者確保

に一定の成果が見えたと いう 事業所の報告も あり ます。  

 

テーマ 利用者増加の伸び悩み②（ 事業所コ ン セプト の検討）  

相談内容 新規利用の相談が想定する利用者像から 外れている こ と が多く 、登録につなが

ら ない。 また、 登録し ても 施設入所等により 解除になっ てし まう 。  

改善・ 向上策

の助言 

 利用者満足が向上すると 営業は優位になるこ と を 前提に、事業所の強みや良

さ を 改めて洗い出し 、 事業所コ ンセプト を 明確にするこ と を提案。 今後獲得し

ていき たい利用タ ーゲッ ト を どこ に置く かを明確にし 、こ ちら から 営業先へ逆

提案ができ るよう にするこ と も 一案。  

 他サービスより 目立ち、他サービスではでき ない小規模多機能型居宅介護の

ワンパッ ケージを アピールするこ と がまずは必要で、次に同業他社から 抜き に

出るため事業所コ ンセプト で差別化を 図っ ていく 方策を検討し た。 具体的に

は、現利用者の事例を も と にし たサービス利用につながるリ ーフ レ ッ ト の作成

や、地域の特色等の洗い出し や事業所立地等から 事業所コ ンセプト をどこ に置

く かについて検討を行っ た（ 具体例： 近隣観光地を 利用し たリ ハビリ の実施、

高所得者層を タ ーゲッ ト と し た高級志向の環境整備、男性利用者向けのレク リ

エーショ ンの実施等）。  

事業効果  漠然と し た事業所運営から 、法人理念や事業計画等を鑑みた中長期的なビ ジ

ョ ンを検討する機会と なり 、 事業所の進むべき 方向性が明確と なり まし た。 瞬

間的な利用者増ではなく 、安定経営に向けた利用者確保策の検討を するこ と が

でき まし た。  

 

 

 



■地域連携 

テーマ 地域と のつながり 方 

相談内容 地域住民と のつながり 方がわから ない。 地域に事業所を知っ ても ら い、 開かれ

た事業所にすると と も に、 利用者確保にも つなげていき たい。  

改善・ 向上策

の助言 

「 地域の力を どのよう に引き 出すか」 は小規模多機能型居宅介護のモデルで

あり 、 地域の中で事業所の存在を 知っ ても ら い、 協力を得ら れるよう なつなが

り を どのよう に構築し ていく かが重要であるこ と を 助言。 また、 個別ケースに

おいても イ ンフ ォ ーマルサービスをどこ までプラ ン に組み込めるかが小規模

多機能型居宅介護の大き な役割と いえる。  

運営推進会議に地域住民を 巻き 込んだり 、町内会等の地域活動にも アウト リ

ーチをかける等、 地域と 事業所のつながり を深めていく 必要があるこ と から 、

コ ミ ュ ニティ スペースの利用や食事会、 バザーの開催等、 コ ツコ ツと 関係を築

いていく 方法について提案し た。  

事業効果  地域連携ができ るよう になると 、 事業所の活動に幅が出てく ると と も に、 口

コ ミ 等による利用者確保、 職員やボラ ンティ ア確保等にも つながっ ていき ま

す。 地域包括ケアシステムで大き な役割を 担う 事業所と なるために、 まず出来

るこ と は何かを検討する機会と なっ たと と も に、運営推進会議の有効活用につ

いて検討する機会と なり まし た。  

 

■サービス提供のあり 方 

テーマ 通い・ 泊り 定員のマネジメ ント （ ニーズと デマンド の調整）  

相談内容 サービスの質や量のコ ント ロールがう まく でき ない。利用登録数を増やし たい

が、 現時点で通い・ 泊り がほぼ定員に達し ており 、 新規の受入れができ ない。 

改善・ 向上策

の助言 

 毎日の通いや連泊、 長期泊り に対する対応について、 ニーズに対し て支援す

る根拠の明確化ができ ているのか、アセスメ ント を 含めて見直す必要はないか

助言。 また、 現利用者の通い・ 泊り のマネジメ ント が十分でなければ、 新規利

用者確保に向けた動き がと り にく い。  

 小規模多機能型居宅介護の中にケアマネジャ ーがいるこ と は、「 必要に応じ

て柔軟に」 対応するためであり 、 通い・ 泊り 中心の利用から 訪問に移行でき な

いかサービス提供のあり 方を 探っ ていく 必要がある こ と を 助言し た。  

またこ れから の小規模多機能型居宅介護は訪問体制の充実も 求めら れるこ

と から 、 訪問対応ができ る職員育成についても 意見交換を 行っ た。  

事業効果  「 小規模多機能型居宅介護は定額で使いたい放題のサービスである」 と の認

識を 持っ ている利用者・ 家族や介護支援専門員は少なく あり ません。 あく まで

アセスメ ント に基づいた必要なサービ スを 提供する と いう 丁寧な説明が利用

開始前に行われるこ と が重要です。過剰なサービス提供を 防ぐ こ と が利用者の

身体的・ 社会的自立につながると と も に、 その後の利用者確保に大き く 寄与す

ると いう 認識を改めても つ機会と なり まし た。  

 



■サービスの質の向上 

テーマ ラ イ フ サポート プラ ンの導入 

相談内容 臨機応変な 365 日のサービス提供と いう 小規模多機能型居宅介護のある べき

姿と 現実が乖離し ており 、利用者のどのよう に暮ら し たいかと いう 想いより も

事業所主体のケアプラ ンになり がちで、利用者 1 人 1 人と 向き 合う こ と ができ

ていない。  

改善・ 向上策

の助言 

日々症状の変わる利用者の状況に応じ て利用ができ る柔軟さ こ そが小規模

多機能型居宅介護の強みであるため、利用者本人を 中心と し た対応で生活を 支

えるこ と が重要であるこ と を 助言。 事業所を 運営する時間帯はあるが、 それし

かないと いう 考え方ではなく 、利用者の個別性を重視し た臨機応変なサービス

提供について事業所と し て模索し ていく 必要がある こ と を 提案。  

墓参り や旅行、 買い物等はケアプラ ンが根拠と なるため、 本人の希望を引き

出し 、 なぜそれが必要かと いう 根拠のための情報収集が必須と なるこ と を説

明。 また、 それら 活動による 利用者の社会参加の視点を も ち、 ケアの一環であ

るこ と は理解するこ と を 前提に事業所と し て検討するよう 提案し た。  

事業効果  小規模多機能型居宅介護のあり 方について再考する機会と なり 、何をし て良

いのか、 あるいはすべき ではないのか、 その根拠は何かを 検討するこ と ができ

まし た。 事業所運営方針と 照ら し 合わせ、 サービスの質向上を 目指す一助と な

っ たと 思われます。  

 

■開設間も ない事業所への支援 

テーマ 運営体制整備 

相談内容 運営体制が整わず、 利用者を 増やすこ と ができ ない。 また、 地域連携に向けた

動き についても 教えてほし い。  

改善・ 向上策

の助言 

利用タ ーゲッ ト を どこ に置く のかによっ て、営業先も 優先順位付けも 異なっ

てく るこ と を 指摘。 また、 急に利用者が増えるこ と で対応でき なく なるリ スク

を 回避するため、 利用定員の計画を立て、 それに準じ た営業活動を 行う こ と を

助言し た。  

職員には小規模多機能型居宅介護事業所職員であるこ と を 内在化し 、どのよ

う なこ と を 目指すべき サービスである のか、事業所が目指す具体的な職員像は

何かを落と し 込んでいく こ と が安定運営につながる こ と を 助言し た。  

地域連携の視点から 、 事業所を 知っ ても ら う こ と は大前提と なるため、 地域

への事業所リ ーフ レッ ト の作成、ポスティ ングや町内会等地域活動への参加等

を 提案。 将来的には運営推進会議を利用し てつながるこ と があっ ても 良いが、

まずは知っ ても ら う こ と を 前提と し た動き が必要。 また、 事業所の特徴や強み

と いっ たコ ンセプト を 職員全員が語れるよう にし 、 外へ出ていく こ と を助言。 

事業効果  具体的にすべき こ と が明確になり 、 優先順位付けを するこ と ができ まし た。

同時に中長期的な視点による事業所運営についても 意見交換を 行い、目指すべ

き 方向性についても 改めて確認する機会と なっ たと 思われます。  



■その他 

 ・ 職員育成方法 

 ・ 管理者育成 

・ 運営体制整備 

 ・ 情報交換（ 加算・ 助成金／レ ク リ エーショ ン／帳票類／職員採用／困難ケースの対応方法）  等 


